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事務執行概要
（１） 下水道の整備状況

下水道は、汚水排除による公衆衛生の向上、市街地における浸水被害の解消や河川・海域等の公共用水域の水質保全など、安全で快適な街づくりに必要不可欠な都市基盤　施設である。

大阪府内の下水道は、府内行政区域面積の約61％で計画され、人口比率にすると　約99％にあたる。令和元年度末における府内の下水道人口普及率は96.7％で、全国　平均（普及率79.7％※）を大きく上回っている。

このように、下水道整備を進めることにより、水洗化の促進や河川の水質改善という面で、大きく貢献している。しかし、地域間における整備水準の格差が依然として存在しており、今後も引き続いて、汚水整備に取り組んで行く必要がある。

また、雨水対策については、地形的にも雨水排除の難しい低平地が広く存在しており、河川の整備計画と整合した下水道整備を行っていくことが重要な課題である。

次に、過年度からの大阪府内の下水道の普及状況を示すと、次表のとおりである。

人口普及率の推移
	年 度

区 分
	H22
	H23
	H24
	H25
	H26
	H27
	H28
	H29
	H30
	R01

	大 阪 府 区 域
	94.3
	94.6
	95.0
	95.3
	95.6
	95.8
	96.1
	96.3
	96.5
	96.7

	全　国　平　均
	75.1
	75.8
	76.3
	77.0
	77.6
	77.8
	78.3
	78.8
	79.3※
	79.7※


※　平成22年度末の全国平均は、東日本大震災の影響で岩手県、宮城県、福島県の3県に

おいては調査不能な市町村があるため、調査対象外としている。
※　平成23年度末の全国平均は、東日本大震災の影響で岩手県、福島県の2県においては調査

不能な市町村があるため、調査対象外としている。
※　平成24～令和元年度末の全国平均は、東日本大震災の影響で福島県においては調査不能な市町村

があるため、調査対象外としている。
（２） 流域下水道の整備
ア. 経緯

昭和30年代後半からの高度成長期は、大阪市周辺部に工場、住宅の急激な集中化をもたらし、それに伴ってスプロール化現象が生じた。このため、都市基盤整備をはるかに上回る地域開発により浸水被害を頻発させるとともに、河川・水路の水質が汚濁して、生活環境を著しく悪化させた。

その抜本的対策として、下水道整備の促進が掲げられたが、周辺都市は地勢的に連担した市街地を形成しているので、行政区界を越えて河川流域を単位とする広域的整備を図る流域下水道方式が、より効果的、効率的であると考えられた。

このような背景のもと、全国に先駆けて、昭和40年度から寝屋川北部流域下水道　事業に着手した。その後、昭和41年度には、同南部流域並びに全国で唯一の2府県にまたがる流域として、流域関係市により猪名川流域に着手し、昭和43年度に兵庫県と府に事業移管された。また、昭和42年度には万国博覧会関連事業として安威川流域に着手した。

さらに、昭和45年度には淀川右岸、大和川下流西部、昭和46年度には淀川左岸、　昭和48年度には南大阪湾岸北部、大和川下流南部、昭和49年度には大和川下流東部、昭和55年度には南大阪湾岸中部、昭和62年度には南大阪湾岸南部と順次各流域下水道事業に着手し、現在、7流域下水道、12処理区で事業を実施している。

全体計画概要は表－１のとおりである。
イ. 事業費実績と進捗状況

事業費の実績は、表－２－１及び表－２－２のとおり、第1次から第8次にわたる　下水道整備五(七)箇年計画及び社会資本整備重点計画に基づき重点的に事業費が投資　され、令和２年度末までの事業費投資実績が21,018億円となった。

また、流域全体の事業進捗状況(管渠延長)は、管渠で96.0%、処理場が86.3%であり、その状況は表－３のとおりである。

（単位％）









